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要約
本稿は、拡大製造者責任の視点から企業の環境配慮行動がどのように取られているのか
を東京都内電気機械器具製造業を対象とした調査に基づいて、報告するものである。
家電を含む電気機械器具製造業では、イメージが大切ということ、海外での販売が多い
ということから、大手メーカーにおけるボランタリープランの作成など、いち早く環境対
策が取られてきたが、その反面、製造過程での有害化学物質の使用という特徴を持つ。ま
た、使用している素材や組み立ての複雑さなどから、製品の処理・処分の困難性が指摘さ
れ、販売をする側の責任が問題となり、 2001年から本格的に家電リサイクル法が実施され
ることが決まっている。このボランタリープランや家電リサイクル法は、拡大「製造者
(生産者)J責任の考え方を含む。それは、従来、製品のライフサイクルにおいて設計から
使用までとしていた製造者の責任の範囲を処理までに拡大し、さらにライフサイクルのフ
ローのなかに処理したものの再資源化、再資源の原料・材料使用までを含むものとするも
のであるO 現在、大手メーカーの自主的な動きや大手と取引をしている部品メーカ一、環
境問題に熱心な企業において、製造者側の責任の範囲拡大はみられ、法的な規制や環境意
識の高まりといった外圧によって、変化をとげている状況であると考えられる。
本稿では、電気機械器具製造業において企業が拡大「製造者(生産者)J責任の範囲に含
まれるような環境配慮行動をとるのは、廃棄物の排出による環境負荷やエネルギー負荷を
自社がしているとして責任を感じられる現場ほど取っているという仮説から、製造段階の
環境対策実施数、製品のライフサイクルにおける環境対策実施数、社内外の活動における
環境対策実施数との関連を中心にみた。その結果、企業の規模については、製造段階、製
品のライフサイクル、社内外の活動のそれぞれで関連がみられ、排出している廃棄物の種
類(数)との関連では製造段階、社内外の活動のそれぞれで関連がみられた。これらの関
連は、強い関連とは言い切れないものの、現在では義務的環境配慮行動に括られない、拡
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大「製造者(生産者)J責任の範囲に含まれるようなものである。調査対象は資本に乏しく、
設備投資が困難な中小企業であったが、小さな一歩を踏み出していた企業もあった。製造
業は、過去の経験から義務的な環境配慮行動を強いられがちであるが、義務の範囲を越え
一歩踏み出した企業を支援する施策も必要となってくるとしてまとめた。
1.はじめに
環境意識の高まりは、法律による規制から自主
的な動きにまで企業の活動に影響を及ぼしている O
環境意識の高い消費者は製品を通じて企業の姿勢
にまで厳しいまなざしを注ぐため、企業はこうし
た消費者のニーズに応えることのできる製品を作
らなくてはならなく、自らの姿勢についても環境
に配慮しているかどうかが関われるようになって
きている。環境に与える影響という点では、工場
は生産工程に従って廃棄物を排出したり、エネル
ギ}消費に伴って二酸化炭素や大気汚染物質を排
出するなど汚染物質の固定発生源となっている O
工場では生産している製品によって環境負荷の度
合いは異なるが、固定発生源であるという見方は
変わらないためか、環境意識の高まりのなかで製
造業に対する風当たりは強くなってきている O
一方、風を受ける製造業側の対応で目立つもの
には、大手家電メーカーの動きがある。家電産業
の場合は、消費者が直接購入するため企業イメー
ジが重要であること、自動車産業とともに日本を
代表する産業であるため海外での販売が多いこと、
フロンガスの問題など環境問題への対応が必然で
あったことから、大手各社では他の業界に比べて
いち早く、環境負荷の削減を目的としたボランタ
リープランや環境方針を策定している。調査対象
の電気機械器具製造業には、古くから環境配慮の
取り組みを進めている家電産業をはじめ、現在は
家電として家庭で購入されているパソコン・ワー
プロなどを製造している電子機器・事務機器産業
が含まれる。この業界では一つの製品を作り上げ
るために工程にそって企業ごとの分業形式をとっ
ている場合が多く、部品づくりはアウトソーシン
グし、加工・組み立ての製造段階や製品を市場に
送り出す流通段階を大手メーカーが行うことが一
般的である。企業のなかには更に、組み立ての段
階を下請けに出すものもある。電気照明器具製造
業を例にあげると、生産工程は基本的に、企画・
設計一プレス・板金一塗装・めっき一組み立て一
検査一梱包となっているが、一貫して完全に生産
するメ}カーはなく、外注利用が多い特色を持つ
(東京都商工指導所調査部:1998)。
大手メーカーは製品の設計段階から生産に関与
し、その設計に従って部品メーカーで部品が作ら
れ、組み立て加工を経て製品は自社名で市場に出
回ることになる。消費者は、取引している部品メ
ーカーが作った部品で、あっても製品の製造者(も
しくは生産者であるが、以降、「製造者Jとして記
述)を名のる最終製造者の作った製品の一部であ
ると解釈する。最終製造者は自社のブランドを名
のる以上、製品全体の責任をとることになるため、
部品を専門で製造・納入している企業にも取引先
企業からの要請などの影響が表れてきている九
また、家電産業にとっては2001年から本格的に
施行される家電リサイクル法は当面の大きな問題
である。廃棄された家電は分解が難しく、製品に
よっては環境に有害な物質が含まれ、処理・処分
が困難であることを理由に法律は施行されること
になったが、そこには処分場逼迫の問題や化学物
質の問題のほかに売ってしまえば責任の所在は消
費者に移り、製造者には責任がないという現在の
システムの問題がある。現在のシステムでは、設
計一材料・原料の調達 生産一流通一販売一使
用一回収一処理一処分という製品のライフサイク
ルのなかで製造者責任の範囲は設計から使用まで
とされている。家電リサイクル法施行後は、設計
から処理までが製造者の責任の範囲とされ、さら
にライフサイクルのフローのなかに処理したもの
の再資源化、再資源の原料・材料使用までが含ま
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れるようになる。すなわち、処理の段階までを製
造者の責任に含める、拡大「製造者(生産者)J責
任 (EPR:ExtendedProducer Responsibility)の原
則を採用することになる九企業が自主的に取り組
んでいるボランタリープランのなかには再資源化
など拡大製造者責任に含まれる事項を先取りして
含んでいるものもある。
本稿は電気機械器具製造業に従事する企業にお
いて、従来の製造者の責任の範囲及び拡大「製造
者(生産者)J責任の範囲で、どのような環境配慮
行動が取られているのかをみていくものである。
電気製品は種類が多く、消費者は製品として加工
されたモノを手にするため、その製品が生み出さ
れるまでにどのような廃棄物が排出されているの
かわからない。また、同じ製品であってもメーカ
ーの設計により使用されている物質も異なるため、
廃棄物の排出の現状についても扱うとする。
2.企業が環境配慮行動を促される背景
2. 1 拡大していく製造者の責任
製造者が製品の責任を負う範囲は、これまで製
品の設計一材料・原料の調達一生産一流通一販
売一使用までであり、その後の回収一処理一処分
という段階はその範囲には含まれなかった。これ
に対して拡大「製造者(生産者)J責任は回収一処
理の責任だけでなく、処理後の再資源化及び再資
源化したものを原料・材料として調達するという
資源が循環するまでを製品の最終製造者に負わせ、
一定のリサイクル率を義務づけるものである。
1991年、拡大「製造者(生産者)J責任の概念を
含む包装廃棄物政令がドイツでいち早く立法化さ
れた。これは「廃棄物」に関する EC指令および
に「危険廃棄物」に関する EC指令を受けたもの
であり、その後、 1994年には「循環経済・廃棄物
法」が制定されている O この法律では資源の保護
に向けた循環経済の推進と廃棄物の環境に優しい
処理の確保が目的とされ、製品はその製造および
販売に際し、廃棄物の発生が抑制され、かっ使用
後に発生した廃棄物の環境に優しい利用と処理が
保障されるやり方で造られなければならないとあ
る(植木:1995)。処理が困難な製品では処理費用
は高くなる。処理費用は価格に転嫁されることか
ら、リサイクルしやすい製品とそうでない製品で
は価格の差が発生することになるため、企業が市
場での競争に勝つために価格を安く抑えられるリ
サイクルしやすい製品の生産に力を注ぐようにな
ることが期待されるとしている九拡大「製造者
(生産者)J責任は日本でも容器包装リサイクル法
や今後施行される家電リサイクル法に表れており、
これらの法律では製造者にリサイクルの責任が課
せられている。
このような製造者責任の範囲の拡大は廃棄物抑
制の効果を上げるためであり、別の側面からは、
これまで外部に任せていた環境コストを内部化す
るものである O これは企業に経済社会の基本的ル
ールである自己責任を負わせるものである。この
企業の自己責任強化の傾向においても日本はEC
の影響を受けている o 1985年の製造物責任に関す
るEC指令によってEC各国は 3年以内に国内法
を整備するよう迫られ、それが世界的な動きに波
及し、 1994年に製造物責任法 (PL法)が制定さ
れている(植木:1995)九
製造物責任法は被害者の救済を容易にすること
に意義があるが、これには損害の発生を事前に抑
止するという重要な機能がある(岡田:1997)。製
造者には、製品の製造段階では品質管理責任、そ
こで働く労働者の安全管理・安全配慮責任、流通
段階では品質保証責任や宣伝・広告における表示
責任、消費の段階では製品の安全や指示・警告に
関する製造物責任、廃棄の段階には廃棄物処理責
任、工場外における公害・環境責任、商品の販売
を容易にする与信においては与信責任や与信情報
管理責任がある(植木:1995)。製造物責任は製品
が消費者の手元に届く消費の段階で問われること
になるが、当然、製品の製造の段階や販売、流通
の段階にも密接に関連している。すなわち、製造
物責任法は損害の発生を事前に抑制するという機
能があるため、品質管理責任や品質保証責任とい
ったそれよりも以前の段階の責任を強化するもの
と解釈でき、製造者自らが事故等が発生しないよ
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うに安全対策への投資などを行なうという形で表
れるものであるO
2. 2 経営の発展段階と企業の社会的責任
製造物責任法の施行や、家電リサイクル法や容
器包装リサイクル法に組み込まれている拡大「製
造者(生産者)J責任の考え方により製造者にかか
る責任は日本でも重くなりつつあるが、このよう
な製造者の責任の拡大の傾向は、企業自らの社会
的責任の追及の結果としても表れている。企業は
経営の発展段階によって環境対策を取るようにな
るが、そのあり方は(I)規制追随型の経営、 (2)
予防型の経営、 (3)戦略的環境経営、 (4)持続的
な発展型経営に分類できる(野上:1997) 0 企業に
は商法上、営利活動を計画に基づいて継続すると
いう継続の原則や資本の充実・維持の原則がある
ため、企業は成長・発展していくものであると解
される。企業は発足当初、資金繰りなどの理由か
ら予防型の経営までが精一杯であるが、その後、
順調であれば、戦略的環境経営や持続的な発展型
経営にまで発展すると考えられる O つまり、この
あり方は、一企業にとっての経営・発展の時間軸
であると考えられる O 経営者が従業員を増やさな
いことを信念にしている企業は別であるが、企業
の経営の発展は外見的には雇用の増大に、また、
経営収支的には増資の形で表れる。
一方、この経営の発展段階は、戦略的環境経営
を除いて、公害を経験し、数々の規制法が制定さ
れていくなかで企業がとる責任の発展段階として
もみることができる九 1970年代、数々の規制法が
制定された頃、企業はこれらの規制を営利活動を
妨げるものとして、規制の範囲で責任を取ってい
た。それでkも環境の悪化が防げなかったことから、
環境保全をする立場である地方公共団体は横出し
規制や上乗せ規制という法律で制定された基準を
厳しくした条例を制定し、企業はこの基準を守る
ことになった。また、公共性の高い事業を行う企
業においては地方公共団体と公害防止協定を結ぶ
ようになった。ここまでが企業の社会的責任で言
う義務的責任や自発的責任の範囲であり、一般的
な製造者責任の範囲である。持続的な発展型経営
になると、企業の社会的責任の自発的責任をより
強めた「社会的貢献jの範囲となる。「よき企業市
民」と言われるように、企業の社会的貢献には企
業も法人という「人」であるならば良き市民であ
るよう社会や地域社会に貢献するものであるとい
う考え方がその根底にある。実際に社会的貢献を
している団体の例としては r1 %クラブ」があり、
この団体に所属する企業は利益の 1%を社会還元
する活動を行っている。最終製造者である大手家
電メーカーのなかには製造者責任の範囲を拡大し
て、社会の要請に応えるべく独自に処理工場を建
設して分解・リサイクルをしている企業もある O
3.本稿の仮説
以上のことから、企業が環境配慮行動を取る理
由は 2つの視点から考えることができる。 1つは、
環境汚染に対する規制を守り、汚染の予防という、
義務的な責任の範囲での行動であり、これは消極
的な範囲までである。当然、廃棄物の排出などで
義務が発生している企業では一定の環境配慮行動
を取らなくてはならないことになる O 拡大「製造
者(生産者)J責任の視点からは、現在では、厳し
い義務を伴う法的な規制となっていないこと、今
後もその規制の在り方が緩やかなものであるとい
う可能性を考慮すると、義務的な責任の範囲を一
歩踏み越えた環境配慮行動に表出されると考えら
れるO
もう 1つの視点では、企業が社会的貢献や「環
境にやさしい」ことを戦略として打ち立てて、自
発的に環境配慮行動を取るということである。企
業経営の発展段階から考えると、小さな規模の企
業では義務的な責任を取るまでであり、規模が大
きくなるにつれて自発的な責任、すなわち拡大
「製造者(生産者)責任Jの範囲に含まれるような
環境配慮行動を取ることになる O 企業経営の発展
段階は外見的には従業員の増加という形で把握で
きることから、従業員規模が大きくなれば義務的
な範聞を越えて、環境配慮行動を多くとっている
と考えられる。
しかしながら、「環境対策をしていることJが経
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営に戦略的に利用できること及ぴ経営者の理念や
熱心な社員による実行などによって、規模に限ら
ず環境配慮行動をとっている企業があることが考
えられる O 東京都の中小企業ではないが、
18014000シリーズを取得してから取引先の企業が
拡充した事例もある(中小企業庁:1998)。それで
は、どのような企業が義務の範囲を越えて積極的
な環境対策を取るのか、また、社員が熱心に環境
対策を実行するのであろうか。「環境問題に興味が
あるjという個人の持っている要因も大きいが、
ここでは現場での認識が大きいと考えるとする。
排出される廃棄物が多かったり、生産に多大なエ
ネルギーが投入されるなど、現場での体験を通じ
て、企業全体を巻き込んだ環境配慮行動の取り組
みに通じることが考えられるからである。つまり、
廃棄物の排出による環境負荷やエネルギー負荷を
自社がしているとして責任を感じられる現場ほど、
環境配慮行動を取るということである。
4.産業廃棄物の排出及び処理・処分の状
況
4. 1 金属くず、震プラスチック、廃酸・廃ア
ルカリ、廃溶剤の排出
電気機械器具製造業の主な環境負荷としては、
材料の調達(輸送)や製造段階、流通段階におけ
るエネルギーの消費及びそれに伴う二酸化炭素、
窒素酸化物、硫黄酸化物などの排出、製造段階の
廃棄物の排出がある。さらに製品が消費者の手元
に渡って使用され、その後の廃棄段階で廃棄物が
発生する。電気機械器具製造業に限らず廃棄物は、
全国で処理場・処分場をめぐる数多くの紛争が発
生しているように、大きな問題となっている。廃
棄物には、形状や性質が作っている製品によって
異なるという特徴があり、しかも企業が独自に開
発した方法が採用されている製品では、同じ製品
であっても企業が異なれば廃棄物も異なるという
特徴がある。そのため、どのような廃棄物が排出
されているのかは、その産業に携る人であっても
{乍っている製品や企業が違えば把握することは難
ししまして一般消費者にとってはもっと困難で
ある。
本調査は、電気機械器具製造業ではどのような
廃棄物が排出されているのか、その現状を把握す
ることも目的の一つである。今回調査対象となっ
た事業所では商品の設計、調達、生産という製造
工程にかかる部分でどのような廃棄物が発生して
いるのであろうか。調査では主なものとして、金
属くず、廃プラスチック、廃酸・廃アルカリ、廃
溶剤を取り上げた。既存の調査よりプラスチック
は年間1280万トン生産され、そのうちの半分くら
いが廃棄されていることがわかっている(日興リ
サーチセンター:1996) 0 
都内の製造業では手作業による加工・組立を行
なっているものが多く、調査対象となった電気機
械製造業においても同様であるため排出していな
いという事業所も表1のようにでてくる。この業
界では分業形態を持っているため、部品メーカー
と組み立て加工を行う企業とに大きく分けること
ができるため、同じ製造業でも部品メーカーのよ
うに自社で部品を製造している企業であれば産業
廃棄物を排出するが、組み立て加工を行う企業で
は廃棄物は梱包材や紙ゴミなど事業系一般廃棄物
程度しか排出しないことになるO
ここで取り上げた廃棄物のなかでは金属くずは
85%の企業で排出しており、もっとも多いもので
あった。一方、もっとも少なかったのは廃酸・廃
表1 産業廃棄物の排出状況( )内%
排出している 排出してない 無回答 合計
金属くず 253(84.9) 23( 7.η 22( 7.4) 298(100) 
廃プラスチック 194(65.1) 75(25.2) 29( 9.7) 298(100) 
廃酸・廃アルカリ 75(25.2) 185(62.1) 38(12.8) 298(100) 
廃溶剤 123(41.3) 143(48.0) 32(10.7) 298(100) 
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アルカリであった。
表 2より、排出している企業がそれらの廃棄物
をどのように処理・処分しているかがわかる。金
属くずでは有価物としてリサイクルのルートが確
立されているだけに、リサイクル業者への売却が
もっとも多いものとなった。調査では、廃プラス
チックはリサイクル業者への売却が約 1割であり、
処理・処分業者への委託が 6割強、自治体の処
理・処分施設への委託が約2割となっていた。委
託した処理・処分業者によってリサイクルされる
場合もあるが、場合によっては焼却や埋め立てを
されることになる。廃プラスチックの場合、処
理・処分施設を補助費を出して運営している自治
体もあるため、自治体の処理・処分施設への委託
が2割を占めていた。廃酸・廃アルカリの場合や
廃溶剤の場合は中和処理が必要な特別管理廃棄物
になるため、処理・処分業者への委託がもっとも
多くなっていた。
4. 2 廃棄物の排出管理の状況
次に廃棄物の排出管理はどのようになっている
のかを取り上げる。表3より、もっとも実施され
ているものは「適正処理のための推進部署(責任
者)の設置J(22.5%) であり、次いで「処理業者
の処理方法や最終処分場などの現場確認」
(18.5%)、「排出する産廃すべてに廃棄物管理票を
適用J(18.1%) となっていた。
続いて、金属くず、廃プラスチック、廃酸・廃
アルカリ、廃溶剤を排出している企業では、排出
管理をどのくらいしているのかについてみてみる。
ここでは、例えば、金属くずについては排出状況
を答えているが他については無回答であったり、
金属くずと廃プラスチックについて答えていても
他について無回答であるというような企業は、き
ちんと把握できないので集計から除いて処理をし
た。
表2 排出している企業での処理・処分の状況( )内%
リサイクル業処理・処分業自治体内で処自治体の処理・処 その他 合計者への売却 者への委託 理・処分 分施設への委託
金属くず 100(39.5) 133(52.6) 3( 1.2) 15( 5.9) 2( 0.8) 253(100) 
廃プラスチック 18( 9.3) 128(66.0) 5( 2.6) 40(20.6) 3( 1.5) 194(100) 
廃酸・廃アルカリ 5( 6.7) 56(74.η 8(10.η 5( 6.η 1( 1.3) 75(100) 
廃溶剤 13(10.6) 105(85.4) 3( 2.4) 1( 0.8) 1( 0.8) 123(100) 
表3 廃棄物の排出管理の状況 (MA:平均選択数0.82)( )内%
適正処理のための推進部署(責任者)の設置 67(22.5) 
処理業者の処理方法や最終処分場などの現場確認 55(18.5)
廃棄物ゼロにむけた廃棄物の大幅削減計画の実施 23(7.7) 
その他
排出する産廃すべてに廃棄物管理票を適用 54(18.1) 廃溶剤の(場内)循環処理
自社用の処理・処分施設の設置 24( 8.1) 
表4 廃棄物の排出数と管理の実施状況( )内%
排出管理実施数
0個 1個 2個 3個 4個
廃棄物の数
1 46(64.8) 25(35.2) O(一) O(ー) O(ー)
2 61(58.1) 34(32.4) 4( 3.8) 6( 5.η O(一)
3 16(35.6) 18(40.0) 3( 6.η 4( 8.9) 3( 6.η 
4 13(22.8) 17(29.8) 13(22.8) 5( 8.8) 6(10.5) 
5個
O(一)
O(ー)
1( 2.2) 
3( 5.3) 
合計
71(100) 
105(100) 
45(100) 
57(100) 
14( 4.η 
6( 2.0) 
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廃棄物を 1つしか出していない金業では管理を
していないという企業が6割を越えているが、排
出する廃棄物の種類が多くなるにつれて管理をし
ていない企業は少なくなっていく O 廃棄物を 2つ
排出している企業では 1割程度が取り上げた排出
管理を 2個以上実施している。廃棄物を 3つ排出
している企業になると、全体の 4分の l程度の企
業で2個以上の実施になり、廃棄物を 4つ排出し
ている企業になると、全体の 5割弱の企業で2個
以上の実施になる。このことから、排出している
廃棄物の数が多くなるに連れて、排出管理が様々
な方法で取られていることがわかった。
4. 3 特別管理廃棄物の管理状況
特別管理廃棄物は普通の廃棄物に比べ、特別な
処理が必要になる廃棄物である。特別管理廃棄物
には一般廃棄物と産業廃棄物があり、ここでは産
業廃棄物である燃えやすい廃油、腐食性のある廃
酸・廃アルカリなどについて聞いている。燃えや
すい廃油であれば焼却の中間処理が必要になり、
廃酸・廃アルカリであれば中和処理が必要になる
ため、委託は特別管理廃棄物運搬業者・処分業者
その他厚生省令で定める者以外にはできないこと
になっている。電気機械器具製造業から排出され
るものとしては、例えばワープロやパソコンでは、
半導体製造・プリント板製造といった部品製造段
階にて酸、アルカリ、有機溶剤、ガスが処理薬品
として使用され、負荷物質として廃酸・アルカリ、
廃油が排出される九プリント板を製造している企
業は電子部品・デバイス製造業に属している。
表5より、特別管理廃棄物を排出していない企
業は全体の約 6割であった。管理でもっともされ
ているものは「処理・処分業者と契約を交わして
いる」であり、次いで「処理・処分業者の許可証
を確認しているH廃棄物管理票(マニフェスト票)
を使用している」となっていた。都内の企業であ
るため、地価との関係からか保管スペースや中和
などの作業スペースを必要とする「特別管理廃棄
物の自社内保管・処理を行っているjについては
少ないものとなっていた。
5.企業の環境配慮行動の状況
5. 1 製造段階における環境対策
拡大「製造者(生産者)J責任では、物質が循環
するように製品のフローが作られることから、環
境対策には消費者が使用し終えたあとの回収・処
理、再資源化までが含まれることになる。例をあ
げると、リサイクルしやすい製品を作ること、製
品づくりにおける再生原料の使用、梱包材の削減、
エネルギー投入量の削減、有害廃棄物の適正処理
や管理などである。対策は従来の製造者責任の範
囲である製造段階における対策と、上記のような
拡大「製造者(生産者)J責任の範囲に含まれる対
策とにわけることができるO 製造段階は、組み立
てのみをしている企業は除いて、製品を作り上げ
る上でもっとも重要な段階になる。まず、製造者
責任の視点から製造段階における対応がどのよう
にとられているのか現状を把握する。
表6より、もっとも取られていた環境対策は
「廃棄物の削減やリサイクルJ(43.6%)、次いで
「有害廃棄物の適正処理や管理J(29.5%)、「省エ
ネ型設備の導入J(28.2%)、「環境負荷の少ない原
材料の使用J(19.5%) となっていた。「省エネ型
設備の導入jや「環境負荷の少ない原材料の使用」
はシステムの変更にともなって生産ラインの見直
しなど大きな設備投資が必要となることがある。
表5 特別管理廃物の排出状況及び管理状況 (MA:平均選択数1.78)( )内%
排出している 99(33.2) 処理・処分業者の許可証等を確認している 50(50.5) 
処理・処分業者と契約を交している 66(66.η 
廃棄物管理票(マニフェスト票)を使用している 47(47.5) 
特別管理廃棄物の自社内保管・処理を行っている 13(13.1) 
目出してない 144(59.3) 
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表6 製造段階における環境対策 (MA:平均選択数 1.42)( )内%
廃棄物の削減やリサイクル 130(43.6) 深夜電力の利用(エコアイスも含む) 16( 5.4) 
有害廃棄物の適正処理や管理 88(29.5) 二酸化炭素の排出抑制策 1l( 3.η 
省エネ型設備の導入 84(28.2) その他 1l( 3.7) 
環境負荷の少ない原材料の使用 58(19.5) 再生可能エネルギーの利用 1( 0.3) 
水の再利用・節水システム 22( 7.4) コ・ジ、ェネレー ションの利用 1( 0.3) 
表7 規模別にみた製造段階の環境対策実施数( )内%
製造段階の環境対策実施数
01固 1個 2個 3個 4個 5~7 個 合計
企業規模
19人以下 48(32.2) 63(42.3) 25(16.8) 1O( 6.7) 3( 2.0) O( -) 149(100) 
20~39人 15(22.7) 23(34.8) 18(27.3) 5( 7.6) 5( 7.6) O( -) 66(100) 
40~99人 6(14.6) 13(31.7) 15(36.6) 4( 9.8) 2( 4.9) 1( 2.4) 41(100) 
100人以上 7(17.0) 8(19.5) 8(19.5) 7(17.0) 2( 4.9) 9(22.0) 41(100) 
表8 廃棄物の排出数別にみた製造段階の環境対策実施数( )内%
製造段階の環境対策実施数
。個 1個 2個 3個 41回 5~7 個 合計
廃棄物排出数
。 1(20.0) 1(20.0) 2(40.0) 1(20.0) O(ー ) O( -) 5(100) 
1 5(45.5) 1( 9.1) 4(36.4) O(ー ) 1( 9.1) O(ー) 11(100) 
2 6(18‘8) 14(43.8) 9(28.1) 3( 9.4) 。(-) 。(一) 32(100) 
3 2(14.3) 3(21.4) 7(50.0) 1( 7.1) 1( 7.1) O( -) 14(100) 
4 3(13.0) 5(21.7) 8(34.8) 2( 8.7) 4(17.4) 1( 4.3) 23(100) 
j主・ここでは20人以上99人以下の企業のみを取り上げた
規模が大きくなるにつれて企業の社会的責任は
重くなることから、環境対策の実施数も多くなる
ことが考えられるO 次に、従業員数別に製造段階
における環境対策実施数をまとめてみる。従業員
規模は19人以下、 20~39人、 40~99人、 100人以
上に分類する。下請けが多く、景気の変動を従業
員のパート化によって切り抜ける傾向がある業界
のため、19人以下の企業は149社と多くなっている。
100人以上の企業には資本や経営展開など様々な面
で質的に異なる大手300人以上の規模の企業が11社
含まれており、留意して分析を行うことにする。
「廃棄物の削減やリサイクルJI有害廃棄物の適
正処理や管理」といった環境対策が多かったこと、
これらの対策は廃棄物を出している金業にとって
は義務的責任の範囲であること、平均選択数が
1.42であることから、 2個以上実施している企業
を積極的な企業としてみることにする。環境対策
実施数がO個の企業では概ね規模が大きくなるに
つれて企業数が少なくなっている。ただし、 100人
以上の規模の企業であっても O個という企業が41
社中 7社ある。 2個以上実施になると、 19人以下
の企業では38社 (26%) 、 20~39人の企業ではお社
(42%) 、 40~99人の企業では22杜 (54%) 、 100人
以上では26社 (63%) となっており、規模が大き
くなるに連れて占めるポイントが高くなっている。
次に廃棄物(金属くず、廃プラスチック、廃
酸・廃アルカリ、廃溶剤)の排出数別に製造段階
の環境対策の実施数をみてみる九ここでは、規模
の影響を考慮して、 19人以下の企業及び100人以上
の企業を除くことにする。表8は排出している廃
棄物の種類の多さ(数)と環境対策実施数をまと
めたものである。廃棄物対策を 2個以上実施して
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表9 製品のライフサイクルにおける環境対策実施状況 (MA:平均選択数1.23)( )内%
梱包材の削減 152(51.0) 材料名の表示 25( 8.4) 
寿命の長い製品づくり 86(28.9) リサイクルしやすい製品づくり 19( 6.4) 
省エネ型製品の製造 58(19.5) 製品のライフサイクル・アセスメントによる 1O( 3.4) 
製品づくりにおける再生材原料の使用 30(10.1) 環境負荷低減
その他 4( 1.3) 
表10 規模別にみた製品のライフサイクルにおける環境対策実施数( )内%
製品のフイフサイクルにおける環境対策実施数
01固 1個 2個 3個 4個 5-7個 合計
企業規模
19人以下 49(32.9) 55(36.9) 35(23.5) 8( 5.4) 1( O.η 1( O.η 149(100) 
20-39人 18(27.3) 28(42.4) 13(19.η 5( 7.6) 2( 3.0) 。(ー) 66(100) 
40-99人 7(17.0) 16(39.0) 13(31.7) 5(12.2) O(ー) O( -) 41(100) 
100人以上 8(19.5) 12(29.3) 8(19.5) 4( 9.8) 3( 7.3) 6(14.6) 41(100) 
表11 廃棄物の排出数別にみた製品のライフサイクルにおける環境対策実施数( )内%
製品のフイフサイクルにおける環境対策実施数
01固 11固 2個 3個 4個 合計
廃棄物排出数
O 1(20.0) 2(40.0) 2(40.0) O(一) O(一) 5(100) 
1 。(-) 8(72η 2(18.2) 1( 9.1) O(一) 11(100) 
2 8(25.0) 10(31.3) 9(28.1) 5(15.6) O(一) 32(100) 
3 3(21.4) 4σ8.6) 4(28.6) 3σ1.4) O(ー) 14(100) 
4 5(21.7) 9(39.1) 6(26.1) 1( 4.3) 2( 8.7) 23(100) 
注:ここでは20人以上99人以下の企業のみを取り上げた
いる企業は、廃棄物の種類が増えるに連れて増加
している傾向があることがわかる。 3個以上の実
施は廃棄物を 4種類出している企業にある程度集
中していた。
5. 2 製品のライフサイクルにおける環境対策
実施状況
拡大「製造者(生産者)J責任では回収一処理一
再資源化といった商品製造に関わるすべての工程
Lライフサイクル)に責任を持つことになる。ここ
では、今までみてきた製造段階を除いて、設計段
階、材料・原料の調達段階、流通段階、消費者の
使用段階、処理段階、蘇った資源の利用について
をみていく。その環境対策実施状況は、表9の通
りである。もっとも行われている対策は、流通段
階に関わる「梱包材の削減J(51.0%) であり、次
いで使用段階である「寿命の長い製品づくり」
(28.9%) r省エネ型製品の製造J(19.5%) となっ
ていた。半数以上の企業で梱包材の削減の対策を
取っていたのは、容器包装リサイクル法との関係
からであると考えられるO
次に、これらの対策と企業規模との関係をみて
みる。製品のライフサイクルにおける環境対策実
施数がO個という企業群では19人以下の企業、及
び20~39人の企業で 6 割を占めることになるが、
100人以上の規模の企業も 2割を占めている。全体
の傾向としては、規模が大きくなるに連れて、実
施数も増加している。 19人以下、 20~39人の規模
では 1個の実施をしている企業が多くなっている O
2個以上の実施になると、 100人以上の規模では半
数程の21社が実施をしていることになる。このな
かにはボランタリープランを策定しているような
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300人以上の質の異なる大手企業が含まれるため、
対策の実施数が多くなるのは当然である。むしろ
20~39人の規模の企業群で 3 割、 40~99人の規模
の企業群で4割強の企業が実施していることに注
目したい。
ここでも、排出してる廃棄物の種類(数)との
関係でみてみるとする。表11は、廃棄物の排出数
別にみた製品のライフサイクルにおける環境対策
の実施数をまとめたものである。廃棄物の排出数
が 2種類以上では、製品のライフサイクルにおけ
る環境対策の実施数が2個以上になる割合は 4割
もしくは 5割となっているが、排出数0と比べる
と大きな違いはみられなかった。
5. 3 社内外における環境対策実施状況
企業には人事や総務、営業といった製品の製造
に直接関わらない部門や、いずれ製造技術に活か
すための技術開発を行っている部門があり、環境
意識の高い企業では環境対策をこれらの部門でも
行っている。また、環境負荷を低減するには一つ
の企業の努力には限界があり、他企業との協力が
必要になってくる。ここでは、製品の製造に直接
関わらない範囲での環境対策や他企業との協力と
いった環境対策について取り上げる。
もっとも取られていた対策は表12より、「休憩時
間中の機器の電気節電J(70.8%) であり、次いで
「使用済み用紙の回収・再資源化J(47.0%) I従業
員への環境教育や講習J(21.8%) I他企業と協力
表12 社内外の活動における環境対策実施状況 (MA:平均選択数2.07)( )内%
休憩時間中の機器の電源切断 211(70.8) 環境対策や製品の情報公開 18( 6.0) 
使用済み用紙の回収・再資源化 140(47.0) 低公害車両の導入 18( 6.0) 
従業員への環境教育や講習 65(21.8) 環境対策技術の開発 18( 6.0) 
他企業と協力した環境対策の実施 53(17.8) 環境保護団体や地域の環境活動の支援 12( 4.0) 
社内向けの環境規定の整備 46(15.4) エコ・ビジネスの展開 9( 3.0) 
環境担当役員の配置 23( 7.η その他 4( 1.3) 
表13 規模別にみた社内外の活動における環境対策実施数( )内%
社内外の活動における環境対策実施数
O個 1個 2個 3個 4個 5~9 個 合計
企業規模
19人以下 24(16.1) 60(40.3) 37(24.8) 18(12.1) 5( 3.4) 5( 3.4) 149(100) I 
20~39人 8(12.1) 19(28.8) 18(27.3) 11(16.7) 8(12.1) 2( 3.0) 66(100) 
40~99人 4( 9.8) 10(24.4) 13(31.η 6(14.6) 5(12.2) 3( 7.3) 41(100) I 
100人以上 4( 9.8) 5(12.2) 8(19.5) 4( 9.8) 4( 9.8) 16(39.0) 41(100) 
表14 廃棄物の排出数別にみた社内外の活動における環境対策実施数( )内%
社内外の活動における環境対策実施数
O 個 1個 2個 3個 4個 5~7 個 合計
廃棄物排出数。 1(20.0) O(ー) 3(60.0) O( -) 1(20.0) O(ー) 5(100) 
l 4(36.4) 3(27.3) 4(36.4) O(ー) O( -) O(一) 11(100) 
2 1( 3.1) 9(28.1) 12(37.5) 5(15.6) 4(12.5) 1( 3.1) 32(100) 
3 1( 7η 3(23.1) 1( 7.η 4(30.8) 3α3.1) 1( 7.7) 13(100) 
4 2( 9.1) 5(22.η 4(18.2) 6(27.3) 4(18.2) l( 4.5) 22(100) 
注:ここでは20人以上99人以下の企業のみを取り上げた
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した環境対策の実施J(17.8%)となっている。
表13は規模別にまとめたものである。製造段階
の環境対策実施数やライフサイクルにおける環境
対策実施数と同様に規模が大きくなるに連れて、
取られている対策数は増加する傾向にある。
次に、規模を20人以上99人以下に限って廃棄物
の排出数との関係でみてみるとする。表14より、
廃棄物の種類が2種類以上になると、社内外の環
境対策が3個以上実施されている割合が増加して
いる傾向にあることがわかる街。
6.むすび
本稿では、都内電気機械器具製造業における廃
棄物の排出の実態と環境配慮行動についてみてき
た。廃棄物の排出の実態としては、 85%の企業で
金属くずが排出され、 65%の企業で廃プラスチッ
クが排出されており、処理が困難であったり、手
間が必要になる廃酸・廃アルカリの排出について
は25%の企業で、廃溶剤の排出は41%の企業でさ
れていたことがわかった。これらの廃棄物は処
理・処分業者に委託されることが一般的であるた
め、意識してリサイクル業者にヲ|き渡すことは金
属くずを除いて現状ではあまり多くないことが把
握できた。排出管理の状況としては排出している
廃棄物の種類が多くなるに連れ、また、企業の規
模が大きくなるに連れ、複数の管理が実施されて
いることがわかった。製造段階や社内外の活動に
おける環境対策実施においても、金業の規模や排
出している廃棄物の種類が多くなるに連れて、実
施している項目が多くなっていることが確認され
た。規模が大きくなるに連れて取られる対策が多
くなることは当然でもあるが、排出している廃棄
物の種類が多くなるに連れて、排出管理が複数実
行されたり、製造段階や社内外における環境対策
の実施についても複数実行されていたことは特徴
的である。拡大「製造者(生産者)J責任に直接関
係がある製品のライフサイクルにおける環境対策
の実施については、企業の規模が大きくなるに連
れて実施数が増加する傾向は、製造段階や社内外
における環境対策で得られた結果と同じであるが、
排出している廃棄物の種類の多さとの関連はみら
れなかった。
廃棄物問題や環境汚染という意味では廃棄物は
排出されないことがもっとも望ましいことになる
であろう。製造業においては「ゼロ・エミッショ
ン」といったように廃棄物を排出しないような試
みは取られているが、まだ限られた地域での実施
であり、普及するにはかなりの時聞がかかると思
われる。現状において、製造業を続ける限り廃棄
物が排出されることを前提とするならば、「自社は
廃棄物を排出している」という認識を持って、各
企業でできる限りの対策を取ることは重要である。
回答してくれた企業には、組み立てだけを行っ
ているという企業もあれば、部品や製品を作って
いるという企業もあった。部品メーカーは企業名
が表に出ず、製品に問題が発生したときにもはじ
めは自社ブランドを名乗る最終製造者が責任をと
ることから、今まで環境配慮行動を義務的な範囲
でしかとらなくても良かった。調査時点のように
拡大「製造者(生産者)J責任を含む家電リサイク
ル法が施行される以前であっても、小さな規模の
企業のいくつかについては積極的な対応が取られ
ており、製造段階や社内外の活動の環境対策実施
について言えば、排出している廃棄物の種類が増
加するに連れて取られていた。これは、仮説に上
げたように、環境負荷を自社の責任として認識が
できる企業で取られていたことになる。しかしな
がら、環境対策実施数は積極的ではない企業も含
めた平均選択数を少しだけ上回る程度のものであ
り、義務的な責任プラスアルファというものであ
った。労働衛生で言われていることではあるが、
小さな企業でも積極的な対応が取れるのは、企業
の規模からして経営者の理念が浸透しやすいとい
うことが理由とされており、足場の安全確保など
小さな一歩からの対策が取られている。特別管理
とされる有害物質を含む廃棄物の管理などをきち
んとするという行動は、環境についての責任を果
たすという環境配慮行動でもあるが、そこで働く
者の健康を守ることにもつながっているのである。
今後も環境意識の更なる高まりや、取引先とな
る大手企業が作成したボランタリープランに紐み
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込まれるなど、製造業に対しての、とりわけ処
理・処分が困難であるとされる電気機械器具製造
業への「外圧」は強くなることが予想されるが、
自らの企業が排出しているという認識の元に取る
行動は、「外圧」に対して義務的に取った行動とは
本質的に異なるものである。規模の小さな企業で
は設備投資がかかるような環境対策は望めないが、
労働衛生でも言われているような、小さな一歩を
歩みだすことは可能であろう。過去の経験から環
境汚染を発生させるとして製造業については厳し
い見方がなされるが、積極的に環境配慮行動を取
る企業の努力を汲んで支援する施策も必要である。
具体的には設備投資が必要な環境対策についての
利用しやすい融資や補助などの支援である。また、
そういった支援をしていることを企業に周知する
ことも必要である。企業としても、消費者に努力
をアピールしたり、消費者も努力をしている企業
を知るということも重要となっている。消費者へ
のアピール方法としては、エコラベル・エコマー
ク制度やIS014000シリーズの取得があるが、場合
によっては、格付けも必要となってくるかもしれ
ないと思える O 優良を格付けされるよう企業は環
境配慮行動をとるであろうし、優良とされたあと
も、優良とされ続けるために努力を重ねると考え
られるからであるO 企業であるので、利益が結果
となりがちであるが、利益にはすぐには結びつか
ない努力であっても、それをする気にさせる仕組
みづくりが必要で、あると考えられる。それは努力
が報われることが証明されることにより、中小企
業でも環境配慮行動を取るようになると考えられ
るからである O
?
1)例えば精密機器企業のA社は1998年5月に発表のグ
リーン調達ガイドラインでLCA(ライフサイクルア
セスメント)の考え方を明記し、下請け企業に
15014001の取得または環境マネジメントシステムの
導入を求めている (r特集 動きだした環境対策」
『月刊中小企業j第51巻6号， 1999より)。
2 )拡大「製造者(生産者)J責任とは、回収からリサ
イクルまでゴミ処理の責任をほぼ全面的に「生産者J
に負わせるという考え方であり、 OECDにおいて新
たな廃棄物政策として議論されているものである O
これに類似の責任として製造物責任がある。これは
法理論として言われるものであり、その責任の主体
は製造者である(植木:1995)。製品等の使用に伴
う事故が発生した場合、被害者は、損害の発生、製
造物の欠陥、及び欠陥と損害の因果関係を証明する
ことができれば製造者に損害賠償責任が生じるとい
うものである(何回:1997)。拡大製造者(生産者)
責任については、まだあまり議論されておらず、法
理から導かれるような従来の製造物責任と区別する
ために、本稿では拡大「製造者(生産者)J責任と
して記述する。
3) 1999年4月26日、朝日新聞「論壇」、山口光恒投稿
より。
4 )これまで、製品の安全性についての情報の多くを製
i章者が持っているにもかかわらず、当事者聞に対等
な関係を前提とし、これまで欠陥製品に関して消費
者が不利益を被った場合には、被害者が損害の発生、
製造者の過失、過失と損害の因果関係を証明しなく
てはならなかった。製造物責任法によって製造者に
は過失責任から無過失責任が課せられることにな
り、被害者が行う証明も主観的事実である過失から
客観的事実である欠陥の証明へと変わり、速やかな
救済のために消費生活用製品PLセンタ といった裁
判外紛争処理機関が設けられている(三枝:1998)。
5 )戦略的環境経営を除く理由は、「環境にやさしいJ
ことが営利活動にメリットを与えることから、自発
的に環境対策をとるものであるためである。
6 )産業構造審議会地球環境部会報告書『産業環境ビジ
ョンJ1994年発行、 51頁より。
7)環境や人体に有害であり、扱いに注意を必要とする
化学物質についても環境対策との関係でみることは
検討したが、化学物質を使用しているという回答そ
のものが少なかったため、分析は省略した0
8 )製品のライフサイクルにおける環境対策は拡大「製
造者(生産者)J責任で言われていることに大きく
関係するため、これを従属変数として、他の変数と
の関係について重回帰分析を行ってみたところ、製
造段階における環境対策実施数と社内外の活動にお
ける環境対策実施数とが影響していることが確認で
きている。なお、製造段階における環境対策実施数
の標準化係数は0.303、有意確立は0.000、社内外の
活動における環境対策実施数の標準化係数は0.244、
有意確立は0.002であったO
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This paper is intended as an investigation of the environmental action with care in the electri-
cal appliance industry. In addition， this paper deal with the situation of waste discharge. The indus-
trial waste has provoked a great deal of controversy.官tequestion which we must consider is the 
consciousness of a discharge side in吐uspaper.
In the first place， this paper take up the social context that introduce a extended producer 
responsibility. Over the past few years a considerable number of studies have been made on 
extended producer responsibility by a field of economics and law. However， ithas never been 
examined in sociological field. 
In the second place， this paper deal with date collected by the business company survey in 
1999. The date show that the business company whom recognize waste discharge回kethe environ-
mental action with care beyond the sphere of compulsory. 
官lefindings of this survey can adnut of a interpretation that recognition of discharge promote 
the environmental action with care by the company. 
